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インセンティブ報酬の会計処理

有限責任 あずさ監査法人
会計プラクティス部
シニアマネジャー　三宮　朋広

2019年（令和元年）5月27日に日本公認会計士協会から、会計制度委員会研究報告第
15号「インセンティブ報酬の会計処理に関する研究報告」（以下「研究報告」という）
が公表されました。インセンティブ報酬のなかには、会計基準が定まっていないス
キームもあり、これらは現行の会計基準のもとで会計処理の検討を行うことになり
ますが、研究報告で示された考え方も参考にすることが考えられます。
本稿は、役員等に対してインセンティブ報酬を導入している場合の会計処理の論点
について解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

三宮　朋広
さんのみや　ともひろ

2point

一般に報酬の対価として交付する資産
に基づいて費用総額を測定する。

費用の測定

4point

報酬の対価として交付する資産と交付
されるタイミングに基づき、報酬費用
の相手勘定は負債か純資産（資本）か決
定される。

報酬費用の相手勘定

1point 会計処理の検討

会計基準が定まっていないインセン
ティブ報酬は、現行の会計基準のもと
で適切な会計処理を検討する。

3point

インセンティブ報酬の実態を分析し、
サービス提供期間に基づいて費用を認
識する。

費用の認識
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I .  インセンティブ報酬の類型と 
関連する会計基準

いわゆるインセンティブ報酬とは、株価や業績に連動して支払

われる株式数又は報酬額が決定される報酬であり、役員等に対し

て株価上昇や業績向上へのインセンティブを付与する性格を有し

ているとされています。インセンティブ報酬は、交付する資産に

よって、図表1のように分類することができます。

これらのうち、企業会計基準委員会（ASBJ）が公表する企業会計

基準等において会計処理が明らかにされているものは、業績連動

型ストック・オプション（無償発行のもの）、株式報酬型ストック・

オプション（いわゆる1円ストック・オプション）、権利確定条件付

き有償新株予約権及び（従業員向けの）株式交付信託です。した

がって、それら以外のインセンティブ報酬の会計処理については、

現行の会計基準等に基づき検討することになります。

II.  インセンティブ報酬における 
会計上の論点

金銭による固定報酬と異なり、インセンティブ報酬はその金額

の算定基礎が複数年度の期間にわたる株価や業績であったり、交

付する資産が新株予約権や株式であったりすることから、会計上、

種々の論点が生じることになります。これらは報酬として計上され

る費用の認識と測定の論点に関連し、後者は報酬費用の相手勘定

を負債と純資産（資本）のどちらに計上するかという論点にも関連

します。

1. 費用化の総額（測定）

企業会計原則第二一Aにおいて、「すべての費用及び収益は、そ

の支出及び収入に基づいて計上し、その発生した期間に正しく割当

てられるように処理しなければならない」とあり、役務の提供を受

けた場合、その費用は現金支出額によって測定されます。

しかしながら、インセンティブ報酬のうち、「自社株式オプション

型報酬」や「自社株型報酬」は、新株予約権や株式が交付されるもの

であり、現金支出を伴いません。このように、現金支出額で費用計

上額を測定できない場合には、「提供されるサービス」と「対価とし

ての財貨」が等価で交換されていることを前提に、両者のうち、い

ずれかより高い信頼性をもって測定可能な額に基づいて費用計上

額を測定することが考えられます。企業が取得するものが従業員

等から提供されるサービスである場合、一般には当該サービスを

信頼性をもって測定することができないことから、その金額は付与

された新株予約権や株式の価値で算定することになります。

企業会計基準第8号「ストック・オプション等に関する会計基準」

（以下「ストック・オプション会計基準」という）では、このような考

え方から、報酬費用の計上額をストック・オプションの公正な評価

額に基づいて算定するとされています（ストック・オプション会計

基準第5項）。

ここで、報酬費用の測定に際して、新株予約権や株式のいつの時

点の時価を用いるか、という論点が生じます。この点、考えられる

選択肢として、「付与日」「勤務日」「権利確定日」「勤務終了日」「行使

日」などがありますが、ストック・オプション会計基準では、付与日

現在のストック・オプションの公正な評価単価で算定し、条件変更

の場合を除き、その後は見直さないとしています（ストック・オプ

 |図表1　インセンティブ報酬の類型

交付 報酬の種類 概要

新株予約権

業績連動型ストック・オプション（無償発行のもの） 業績条件を付し、株価上昇のみならず、業績向上へのインセンティブも付した形
のストック・オプション制度

株式報酬型ストック・オプション 権利行使価格を1円に設定した株式報酬型のストック・オプション制度

権利確定条件付き有償新株予約権（有償ストック・オプション）
企業がその従業員等に対して権利確定条件（業績条件など）が付されている新株
予約権（ストック・オプション）を付与する場合に、当該新株予約権の付与に伴い
当該従業員等が一定の額の金銭を企業に払い込む報酬制度

株式

株式交付信託 自社の株式を受け取ることができる権利（受給権）を付与された役員等に、信託
を通じて自社の株式を交付する株式報酬制度

事前交付型譲渡制限付株式（リストリクテッド・ストック） 譲渡制限を付した株式を事前に交付し、勤務に応じて当該制限を解除する形態
の株式報酬制度

初年度発行型（事前交付型）パフォーマンス・シェア 中長期的な一定の業績等条件の達成によって譲渡制限が解除される譲渡制限
付株式を、対象期間の開始時に交付する形態の株式報酬制度

業績連動発行型（事後交付型）パフォーマンス・シェア（パ
フォーマンス・シェア・ユニット）

中長期的な一定の業績等条件を達成した段階で報酬としての株式が交付される
ような株式報酬制度

金銭

パフォーマンス・キャッシュ 一定の業績等条件を達成することで報酬額が決定する現金報酬制度

ファントム・ストック 仮想的に株式を付与し、その配当受領権や株式の値上がり益を事後的に現金で
受領する報酬制度

SAR（株式増価受益権。ストック・アプリシエーション・ライト） 仮想行使価格と報酬算定時の株価との差額を現金で受領できる報酬制度

出典：研究報告より筆者作成　▉：現行の会計基準で会計処理が明らかになっているもの　⃞：現行の会計基準に基づいて会計処理を検討するもの　
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ション会計基準第6項（1））。研究報告でも、費用計上額に焦点を当

てた検討、発行されるオプション又は株式に焦点を当てた検討か

ら、「自社株式オプション型報酬」や「自社株型報酬」の時価測定の

時点は付与日（契約締結日）とされています。

一方、「株価連動型金銭報酬」の場合は、その報酬は現金で支払わ

れることから、その支出額を合理的に見積もって負債（引当金）と

して計上することになります。研究報告では、株価連動型金銭報酬

に係る引当金の計上額は、単価（期末）×仮想交付株式数（見込）×

（既経過月数÷総月数）によって算定するとされています。

2. 費用化の期間（認識）

前述の企業会計原則第二一Aに記載のとおり、企業が役務の提

供を受けた場合、発生主義により費用を認識します。通常の金銭に

よる固定報酬であれば、ある月の勤務に対して支払われる給与は、

規程等に基づき計算され費用計上されます。一方、インセンティブ

報酬の場合は、「提供されるサービス」が複数年度にわたることが多

く、費用化の期間を検討する必要があります。

ストック・オプション会計基準では、ストック・オプションの公正

な評価額のうち、対象勤務期間を基礎とする方法その他の合理的

な方法に基づき発生したと認められる額を各事業年度（会計期間）

に費用計上することとされています。ここで対象勤務期間とは、「ス

トック・オプションと報酬関係にあるサービスの提供期間であり、

付与日から権利確定日までの期間をいう」とされています（ストッ

ク・オプション会計基準第2項（9））。

ストック・オプション以外のインセンティブ報酬についても、

サービス提供期間に基づいて費用化する点は変わらないと考えら

れます。ただし、さまざまなスキームが存在することから、その実

態を適切に分析する必要があり、必ずしも規程上ないし契約上の

名目的なサービス提供期間を単純に費用化の期間とするとは限り

ません。たとえば、譲渡制限付株式を用いたスキームでは、譲渡制

限期間も判断の1つの要素となりえますが、業績評価期間、権利不

確定（事前交付型における無償譲受を含む）の条件や役員を対象と

する場合にはその任期とすることも考えられます。

3. 相手勘定の計上区分

相手勘定の計上区分は、支払いの対価が現金ではなく、新株予

約権や株式であることに起因する論点になります。したがって、検

討にあたっては、交付する資産が何かがポイントになります。

一般的に、負債は、「過去の取引又は事象の結果として、報告主

体の資産やサービス等の経済的資源を放棄したり引渡したりす

る義務」とされ（企業会計基準第5号「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（以下「純資産の部会計基準」という）第19

項）、純資産は、資産と負債の差額とされています。

また、新株予約権は、「将来、権利行使され払込資本となる可能

性がある一方、失効して払込資本とはならない可能性もある」こと

から、その性格が確定していません。しかしながら、新株予約権は

返済義務のある負債ではないことから、純資産の部に記載するこ

ととされており（純資産の部会計基準第22項（1））、「自社株式オプ

ション型報酬」の場合の報酬費用の相手勘定は新株予約権として純

資産の区分に計上されます。

事前交付型の株式報酬では、対象となる役員等へ金銭債権等を

付与し、役員等が当該金銭債権等を現物出資として払い込み、株式

を発行するという手続きが制度制定の当初に行われます。役員等

による金銭債権等の現物出資は、株主との直接的な取引と考えら

れることから、貸借対照表の貸方項目の区分は、株主資本になると

考えられます。

事後交付型の株式報酬は、初年度（スキーム導入時）に対象とな

る役員等への金銭債権等の付与の決議を行い、一定の業績等連動

期間後に付与された金銭債権等が現物出資財産として払い込まれ、

株式が発行されます。現行の会計基準のもとでは、役員等への金銭

債権等の付与の決議時点では、株式や新株予約権の発行がなく、ま

た、何らかの義務が生じている状況にもないことから、会計処理は

行わず、業績等連動期間の各期末日に負債（引当金）を計上するこ

とが考えられます。

事後交付型の株式報酬は、企業が一定の条件を満たすサービス

の提供を期待して、企業と役員等との間にいわば条件付きの契約

が締結されていると考えられる点において、自社株式オプション型

報酬と類似しています。しかしながら、純資産の部の表示項目が限

定列挙とされている点（純資産の部会計基準第7項）から、報酬費用

の相手勘定は負債になると考えられます。この考え方に基づくと、

ストック・オプションや事前交付型と事後交付型では、報酬費用の

相手勘定の計上区分が異なることになります。また引当金は期末

ごとに最善の見積りを行うことから、株式報酬の付与日（契約締結

日）を測定の基準日とするストック・オプションや事前交付型とは

費用化される金額が異なる可能性があります。

株価連動型金銭報酬は、交付する対価が現金であるため、その

金額が株価に連動しているとしても報酬費用の相手勘定は純資産

（資本）には該当せず、将来において企業が役員等に対して現金を

支払う義務を負っている点から、負債（引当金）になると考えられ

ます。前述のように、引当金の計上額は、単価（期末）×仮想交付株

式数（見込）×（既経過月数÷総月数）によって算定します。単価の

測定に際しては、期末日の株価等を基礎として算定され、時価の変

動に応じて評価額を見直すことになり、付与日（契約締結日）以後

の事後的な株価の変動を見直さないストック・オプションや事前交

付型と異なる可能性があります。

以上の考えをまとめると、図表2のようになります。このうち企業

会計基準委員会から会計基準等が公表され、処理が明確なスキー

ムについては網掛けをしています。インセンティブ報酬には会計基
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準が定まっていないスキームが多くあり、また、その条件もさまざ

まであることから、解釈によっては必ずしもこの表のとおりに処理

するとは限らない点に留意が必要です。

なお、実務対応報告第30号「従業員等に信託を通じて自社の株

式を交付する取引に関する実務上の取扱い」はその適用範囲として

従業員を対象としていますが、役員等を対象とした場合もスキーム

の概要が類似し、当該実務対応報告を参考にしている実務が見受

けられます。そのため、ここでは両者を区別せず取り扱っています。

III. 最後に

2019年（平成31年）3月7日に開催された公益財団法人財務会計

基準機構の基準諮問会議において、今後、テーマ提案を行う可能性

があるものとして「株式報酬に関する会社法制の見直し」について、

法務省より説明がなされています。同会議の議事要旨では、今後、

正式なテーマ提案を受けた場合には基準諮問会議として検討する

旨の議長の発言があったと記されており、今後会計基準等が開発

されることが期待されます。

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
有限責任 あずさ監査法人
シニアマネジャー　三宮　朋広
TEL：03-3266-7580（代表電話）
Azsa-accounting@jp.kpmg.com

 |図表2　インセンティブ報酬に係る考えられる会計処理の概要

分類 報酬の種類 測定の基礎 測定の基準日 認識の時期 費用認識の 
相手勘定

事後的な時価 
変動の反映

自社株
式オプ
ション

業績連動型ストック・オプション（無償発行のもの） オプション価値 付与日 付与日から 
権利確定日まで

純資産 
（新株予約権） ×

株式報酬型ストック・オプション オプション価値 付与日 付与日から 
権利確定日まで

純資産 
（新株予約権） ×

権利確定条件付き有償新株予約権（有償ストック・オプ
ション） オプション価値 付与日 付与日から 

権利確定日まで
純資産 

（新株予約権） ×

自社株

事前 
交付

事前交付型譲渡制限付株式（リストリクテッド・
ストック） 時価（株価） 付与日 勤務対象期間、 

譲渡制限期間など
純資産 

（株主資本） ×

初年度発行型（事前交付型）パフォーマンス・
シェア 時価（株価） 付与日 勤務対象期間、 

業績評価期間など
純資産 

（株主資本） ×

事後 
交付

株式交付信託 時価（株価） 信託による 
株式の取得時 ポイント割当時 負債

（引当金） ×

業績連動発行型（事後交付型）パフォーマンス・
シェア（パフォーマンス・シェア・ユニット） 時価（株価） 期末 業績連動期間 負債

（引当金） 〇

金銭

パフォーマンス・キャッシュ 時価（株価） 期末 業績連動期間 負債
（引当金） 〇

ファントム・ストック 時価（株価） 期末 勤務対象期間 負債
（引当金） 〇

SAR（株式増価受益権。ストック・アプリシエーション・ラ
イト）

時価（株価）／ 
オプション価値 期末 勤務対象期間 負債

（引当金） 〇

▉：現行の会計基準で会計処理が明らかになっているもの　⃞：現行の会計基準に基づいて会計処理を検討するもの　

株式報酬の会計実務 
日本基準とIFRSの論点詳解

2019年11月刊行予定

【編】 あずさ監査法人

中央経済社

本書では、株式報酬の会計上の
基本となる考え方を整理したうえ
で、日本基準とIFRSの取扱いに
ついて詳しく解説をしています。
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